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第Ⅰ部

平成２４年度決算概要
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21年度 22年度 23年度 24年度

（億円） 前年比

 コア業務粗利益 924 907 910 859 ▲51
 資金利益（調整後） 770 766 737 718 ▲19

（うち為替ｽﾜｯﾌﾟ調整額） ▲2 ▲2 ▲2 ▲2 0

 役務利益 136 140 138 135 ▲3
 その他業務利益 17 0 34 5 ▲29

 経費（▲表示） ▲563 ▲578 ▲576 ▲569 7

 コア業務純益 360 328 334 290 ▲44
 ＯＨＲ（％） 61.0 63.8 63.2 66.2 3.0

 与信費用（▲表示） ▲151 ▲298 87 ▲23 ▲110
 債券売買損益・償却 23 36 4 10 6
 株式売買損益・償却 ▲51 ▲18 ▲43 ▲14 29
 その他 ▲18 8 ▲12 11 23

 経 常 利 益 162 55 370 273 ▲97
 特 別 損 益 ▲3 ▲5 ▲6 ▲2 4
 当 期 利 益 93 31 182 169 ▲13

 連結経常利益 183 81 396 312 ▲84
 連結当期利益 102 43 190 184 ▲6

・貸出利回りの 低下に より資金利益は大幅に減少。
・与信費用は低位安定で推移。23年度は林原G向け債権の 回収が あっ たため 、前年比では増加。

・株式関係損益は、昨年来の 相場回復に より前年比改善。

（注）資金利益（調整後）…その他業務利益に計上されている「為替スワップ損益」は実態上資金利益損益であることから、

資金利益に計上し区分の調整をして表記している。よって上表は時系列で正味の推移となっている。

平成２４年度の 業績 － 決算概要 －

うち▲21億円

23年度に 計上した取引先の

外為デリ バ ティブ取引に係る

資産・益金不計上戻入の

剥落に よるもの 。

（主な要因） （影響額）

投資事業組合損益改善 +8
退職給付費用減少 +6
団信配当金増加 +2
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▲19▲▲1919

邦貨資金利益邦貨資金利益

億円

短期運用平残
減少の 影響

（注）預金利回りとの 利鞘で算出

▲25▲▲2525 +9+9+9

外貨資金利益外貨資金利益

▲3▲▲33 ▲0▲▲00

邦貨有価証券平残

増加の 影響

預証利鞘縮小の
影響

+13

邦貨貸出金平残

増加の 影響

▲28

短期運用利鞘・
スワ ッ プ収支の 改善

影響ほか

＋1

+4

▲3
▲1

平成２４年度の 業績 － 資金利益の 増減内訳 －

預貸利鞘縮小の
影響

+13

外貨債券利鞘悪化
の 影響ほか

外貨債券平残増加
の 影響ほか

▲16

資金利益

全体

資金利益資金利益

全体全体
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・24年度は個人預金の 伸長を主因に、預金＋NCD全体でも堅調な推移となっ た。
・25年度も個人預金を中心とした増加計画。

平成２４年度の 業績 － 主要勘定 ① 預金・ＮＣＤ －

38,065 38,491 39,432 40,387 41,609

11,243 11,577 11,834 11,881 12,085
3,037 2,941 3,247 2,894

2,854

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度計画

【預金・ＮＣＤ 年間平残推移】

億円 53,10553,105 54,20854,208 55,51655,516 56,58856,588

52,16252,162

国内個人国内個人

そ の 他そ の 他

国内法人国内法人

（億円） 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度計画

投資信託 2,569 2,682 2,467 2,181 2,172
公共債 4,894 4,964 4,768 4,419 4,130

【参考】公共債・投資信託 年間平残推移

※投資信託は純資産ベース。公共債は額面ベース。

＋＋2.42.4％％

＋＋0.40.4％％

＋＋2.42.4％％

＋＋1.71.7％％

＋＋1.91.9％％

＋＋3.03.0％％

＋＋2.42.4％％

＋＋2.22.2％％

＋＋2.02.0％％
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・24年度まで地元事業性の マ イナスを都市部・個人ロー ンで支えてきたが 、足元では下げ 止まりつ

つ ある。25年度は地元事業性の マイナス脱却を目指す。

平成２４年度の 業績 － 主要勘定 ② 貸出金 －

17,244 16,505 16,289 15,836 15,840

4,885 4,895 5,049 5,655 5,800

8,065 8,253 8,421 8,761 9,085

3,495 3,603 3,609 3,737 3,730
75 54 78 91 109

0

10,000

20,000

30,000

40,000

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度計画

【貸出金 年間平残推移】

億円

そ の 他そ の 他

地公向け地公向け

地元事業性地元事業性

個人ローン個人ローン

都市部事業性都市部事業性

33,76633,766 33,31133,311 33,47733,477 34,08334,083 34,56434,564

▲▲2.72.7％％

＋＋4.04.0％％

＋＋12.012.0％％

＋＋1.91.9％％

地元…東京・大阪以外の 地区 都市部…東京・大阪

注：（ ）内は前年対比増減額

林原Ｇの残高要因を
除いた年率 ▲0.7％

林原Ｇの残高要因を
除いた年率 ▲0.7％

▲▲1.31.3％％

＋＋2.02.0％％

＋＋3.13.1％％

＋＋0.40.4％％

▲▲4.24.2％％

＋＋2.32.3％％

＋＋0.10.1％％

▲▲1.31.3％％

0.00.0％％

＋＋3.63.6％％

＋＋2.52.5％％

＋＋1.41.4％％
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平成２４年度の 業績 － 主要勘定 ③ 有価証券 －

6,957 8,027 7,851
9,723 10,035

4,533
5,607 6,747

6,692 6,509
5,644

5,610
5,541

4,921 5,365
2,547

3,076
2,925

3,647
4,000

720

661
742

1,070
1,211

1,069

1,106
1,080

1,106
1,180

0

10,000

20,000

30,000

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度計画

【有価証券 年間平残推移】

億円

そ の 他証券そ の 他証券

外貨外国証券外貨外国証券

国 債国 債

社 債社 債

地方債地方債

21,47221,472

24,08924,089 24,88724,887

27,16227,162 28,30028,300

（▲（▲176176））

（▲（▲6969））

（＋（＋1,1401,140））

＋＋788788

株 式株 式

・24年度は国債を積み増すとともに、外貨債券へ の 投資を増加させ た。
・25年度は有価証券残高の 増加が 見込まれる中、安定収益の 確保を目的とし、内外債券・株式・

投資信託などへ の ア セットア ロケーション運用を継続。
・相場環境に 応じて、ポートフォリ オ を機動的に 調節する。

＋＋2,2752,275

＋＋1,1381,138

（▲（▲151151））

（＋（＋8181））

（▲（▲2626））

（＋（＋1,8721,872））

（▲（▲620620））

（▲（▲5555））

（＋（＋722722））

（＋（＋328328））

（＋（＋2626））

（▲（▲183183））

（＋（＋353353））

（＋（＋141141））

（＋（＋7474））

（＋（＋312312））

（＋（＋444444））
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1.05

0.93

1.03

1.09

0.97

0.82

0.95

1.08

3.9
4.1

3.9

3.2

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

21年度 22年度 23年度 24年度

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

▲0.44

▲0.89

0.26

▲0.07

1.62

1.56
1.46

1.37

1.18

0.67

1.73

1.30

▲1.50

▲1.00

▲0.50

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

21年度 22年度 23年度 24年度

邦貨預貸利鞘

与信費用比率

ネ ッ ト利鞘

【有価証券利回りとデュ レー ション】

％％

【邦貨預貸利鞘、与信費用比率、ネッ ト利鞘】

年

平成２４年度の 業績 － 邦貨主要利回り・利鞘 等 －

邦貨債券デュレーション

邦貨有価証券利回り

邦貨債券利回り

・邦貨預貸利鞘は縮小が 続いた。与信費用比率は前年に 続いて低水準が 続いている。
・市場金利の 低下に より邦貨債券利回りは低下。デ ュレーションは 4.1年と若干の 長期化。
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1,481

390
261

623

1,728
1,947

1,627

749

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

23年度 24年度 25年度計画

4,572

9,055 9,1679,3899,288 9,117

5,0754,3664,4434,724

0

5,000

10,000

15,000

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

百万円 百万円13,62713,627 13,83313,833

・24年度の 役務利益は 3億円の 減少。法人向けインバ ンの 推進に よる手数料単価の 低下に より

為替手数料が 減少。また、住宅ロー ンの 増強に 伴う団信保険料の 増加が 主な要因。

14,01214,012

そ の 他
役務利益

そ の 他
役務利益

預り資産
関連利益

預り資産
関連利益

平成２４年度の 業績 － 役務利益の 増減内訳 －

投資信託

▲219

保 険
+146

公共債
▲129

金融商品仲介

+126

4,4434,443

597

5,0755,075

4,3664,366

【役務利益 推移】 【預り資産関連収益の 内訳】

542

13,53413,534
14,19214,192

計画

（うち販売手数料）
（▲55）

（▲（▲5050））

（＋（＋709709））

（▲（▲222222））

（▲（▲7777））

860 966 899 939607

（うち投資銀行業務）

（主な減少要因）

為替手数料の減少 ▲98
団信保険料の増加 ▲94

（主な減少要因）

為替手数料の減少 ▲98
団信保険料の増加 ▲94
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平成２４年度の 業績 － 経費の 増減内訳 －

16 24 24 24 24

289 287 285 282 275

73 72 73 76 75

40 41 42 35 44

117 123 123 123 128

27 29 27 25 26

0

100

200

300

400

500

600

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度計画

【経費 推移】

億円

そ の 他物件費そ の 他物件費

預金保険料預金保険料

退職給付費用退職給付費用

システム経費システム経費

人件費
（退職給付除く)

人件費
（退職給付除く)

563563 578578 576576 569569 574574

税 金税 金

戻入れ戻入れ

戻入れは

織込まず

戻入れは

織込まず

（＋（＋55））

（＋（＋33））

（▲（▲33））

（▲（▲77））

（▲（▲77）） （＋（＋55））

（▲（▲77））

（▲（▲11））

・24年度はサ ブシステム の 更改案件が 集中したため システム 経費は増加（当初計画に 織込み済み）。
人件費の 減少、預金保険料の 戻入れ（約7億円）等を主因に 、経費全体では前年比7億円の 減少。
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383

110 108

631

563 589

115 139

91

(3.1)

2.3

(4.5)

(3.1)

2.3

3.3

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

23/3月末 24/3月末 25/3月末

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

（注）当行は部分直接償却を実施していないが、本表は実施後の計数で作成。

％億円

（ ▲273）

（ ▲68）

（ +24）

789789

部分直接償却前

1,1061,106

破産更生破産更生

危 険危 険

要管理要管理

【部分直接償却考慮後の 不良債権額の 状況】

不良債権、与信コス トの 状況 － 不良債権額（再生法ベ ース ） －

837837

　直接償却 ▲3 億円

　回収 ▲107 億円

　バ ル クセー ル ▲12 億円

　既往先の 変動 ▲3 億円

　3ヵ 月以上延滞 ▲2 億円

　 部分直接償却可能額の 増減 16 億円

　ランクダ ウ ン※ 159 億円

NET 48 億円

増減内訳増減内訳

24/3末 789億円24/3末 789億円

25/3末 837億円25/3末 837億円

※ランクア ッ プ・ランクダ ウ ンの 総数をネッ トし計上。

（部分直接償却後）

不良債権比率 2.3％不良債権比率 2.3％

部分直接償却後

（ ▲2）

（ +24）

（ +26）
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117

246

▲108

65

50

▲42

1

69

4

25

▲72

16

7

-150

0

150

300

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度見通し

個別貸倒引当金繰入 一般貸倒引当金繰入 そ の 他の 与信コ ス ト

億円

298298

2323

▲3▲3

151151

不良債権、与信コス トの 状況 － 与信コス ト －

▲87▲87

穴吹工務店影響
53億円

林原ｸﾞﾙｰﾌﾟ影響265億円
（個別195億円 一般70億円）

与信コスト ＝ 一般貸倒引当金繰入＋個別貸倒引当金繰入＋貸出金償却＋特定海外債権引当＋債権売却損失引当＋債権売却損－貸倒引当金戻入益

その他の与信コスト＝貸出金償却、特定海外債権引当、債権売却損失引当、債権売却損

林原ｸﾞﾙｰﾌﾟ影響▲128億円
（個別▲145億円 一般17億円）

林原ｸﾞﾙｰﾌﾟ影響▲54億円
（個別▲22億円 一般▲31億円）

林原ｸﾞﾙｰﾌﾟ影響
▲66億円

【与信コスト 推移】
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15.1415.07 15.02

12.92
13.60

14.06

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

23/3末 24/3末 25/3末

自己資本比率の 状況（単体）自己資本比率の 状況（単体）

自己資本比率の 状況

自己資本比率自己資本比率

ＴｉＴｉererⅠⅠ比率比率

％

【単体自己資本比率の 推移】

バ ーゼル Ⅲ適用に より、リ スクアセッ トが 増加。

TierⅡの 増加に より、自己資本比率は 上昇。

バ ーゼル Ⅲ

（普通株式等）（普通株式等）
ＴｉＴｉererⅠⅠ比率比率

24/3期 25/3期 対比

（億円） ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ ﾊﾞｰｾﾞﾙⅢ

（総）自己資本 3,830 4,216 386

（普通株式等）TierⅠ 3,468 3,596 128

TierⅡ 363 619 256
う ち 有価証券
評価損益×45％

221 492 271
う ち 適格引当金が
ELを上回る 額

142 127 ▲15

リ ス ク ･ア セ ッ ト等 25,487 27,833 2,346

自己資本比率 15.02% 15.14% ＋0.12P

（普通株式等）TierⅠ比率 13.60% 12.92% ▲0.68P

（参考）25/3期の バ ー ゼ ル Ⅱベ ー ス で の 比率

ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ ﾊﾞｰｾﾞﾙⅢ影響

自己資本比率 15.60% ▲0.46P

TierⅠ比率 13.31% ▲0.39P
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第Ⅱ部

平成２５年度見通しと

主要施策の取組み状況
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24年度 25年度

（億円） 計画 前年比

コア業務粗利益 859 852 ▲7
資金利益（※） 718 696 ▲22
うち為替スワップ調整額 (▲2) (▲5) (▲3)

役務利益 135 142 7
その他業務利益（※） 5 13 8
うち為替スワップ調整額 (+2) (+5) (+3)

経費（▲表示） ▲569 ▲574 ▲5
コア 業務純益 290 277 ▲13

ＯＨＲ（％） 66.2 67.4 1.2
役務収益比率（％） 15.5 16.7 1.2

  与信コスト（▲表示） ▲23 3 26
  債券 売買損益・償却 10 12 2
  株式 売買損益・償却 ▲14 ▲10 4
  その他 11 3 ▲8

経常利益 273 285 12
  特別損益 ▲2 ▲4 ▲2

当期純利益 169 172 3
※資金利益は為替スワップ損益を考慮したベース。

（連結 312） （連結 313）

（連結 184） （連結185）

（+1）

（+1）

平成２５年度見通し － 業績見通し －

（主な変動要因）

増益要因

・預り資産収益の 改善

・与信コストの 減少

・株式関係損益の 改善

減益要因

・預貸利鞘の 縮小に よる資金利益の 減少

・経費の 増加
※25年度計画に は、預金保険料の 還付は

織込んでいない（24年度実績：7億円）

・投資事業組合損益の 前期増加の 反動

（主な変動要因）

増益要因

・預り資産収益の 改善

・与信コストの 減少

・株式関係損益の 改善

減益要因

・預貸利鞘の 縮小に よる資金利益の 減少

・経費の 増加
※25年度計画に は、預金保険料の 還付は

織込んでいない（24年度実績：7億円）

・投資事業組合損益の 前期増加の 反動

資金利益の 減少、経費の 増加を主因に

コア業務純益は減益見通し。

与信コストの 減少に より

経常利益・当期純利益は増益見通し。

資金利益の 減少、経費の 増加を主因に資金利益の 減少、経費の 増加を主因に

コア業務純益は減益見通し。コア業務純益は減益見通し。

与信コストの 減少に より与信コストの 減少に より

経常利益・当期純利益は増益見通し。経常利益・当期純利益は増益見通し。
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金利シナリ オ ：24・25年度に 政策金利の 引上げを想定。 金利シナリ オ ：政策金利は上が らず。国債利回りは低下。

（億円）

 　 コ ア 業務粗利益 907 950
う ち 資金利益 766 774

経費（▲表示） ▲578 ▲594
コ ア 業務純益 328 356

与信費用（▲表示） ▲298 0
債券関係損益 36 ▲10
株式関係損益 ▲18 ▲5
そ の 他 8 ▲11

　　 経常利益 55 330

　　 ＯＨＲ 63.8% 62%台前半

　　 不良債権比率 3.3% 2%台前半

　　 役務収益比率 15.4% 16%台

22年度
25年度

中計 差異

852 ▲98
696 ▲78

▲574 20
277 ▲79

3 3
12 22

▲10 ▲5
3 14

285 ▲45

67.4% 未達見込

2%台 達成見込

16.7% 達成見込

25年度

計画

中期経営計画最終目標と の 差異

は中期経営計画で定量
目標として掲げている項目。

当初 中期経営計画当初 中期経営計画 修正後 中期経営計画（平成25年度業績予想）修正後 中期経営計画（平成25年度業績予想）

Ｈ24/3末 Ｈ25/3末 Ｈ26/3末

政策金利 0.10% 0.30% 0.50%
当行短プラ 1.975% 2.175% 2.375%
10Y国債 1.40% 1.60% 1.85%

金利の方向感

Ｈ24/3末 Ｈ25/3末 Ｈ26/3末 差異

政策金利 0.10% 0.10% 0.10% ▲0.40%
当行短プラ 1.975% 1.975% 1.975% ▲0.40%
10Y国債 0.99% 0.55% 0.80% ▲1.05%

金利の方向感

金利シナ リ オ の 乖離に より

資金利益が 大幅未達。

貸
出
平
残

預
貸
利
鞘

有
証
平
残

預
証
利
鞘

そ
の
他

▲15

▲97
+24

▲12

▲14

774

696

当
初
中
計

今
回
計
画

外
貨
部
門

+38

▲▲7878億円億円

【資金利益の未達要因】
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24年度 25年度計画

（億円） 前年対比 前年対比

預金、ＮＣＤ 55,516 1,308 56,588 1,072

外部調達（ｺｰﾙﾏﾈｰ＋レポ） 3,179 1,040 3,438 259
投信 2,181 ▲286 2,172 ▲9
公共債 4,419 ▲349 4,130 ▲289

事業性貸出金 21,492 154 21,640 148
地元（東京・大阪以外） 15,836 ▲453 15,840 4
都市部（東京・大阪） 5,655 606 5,800 145

個人ローン 8,761 340 9,085 324

地公体向貸出 3,737 128 3,730 ▲7
市場性貸出等 91 13 109 18

貸出金小計 34,065 618 34,564 499
有価証券 27,162 2,275 28,300 1,138

その他市場運用 754 ▲607 405 ▲349

（注）邦貨貸出金利回りは市場性貸出を除いた国内店営業ベース。

（注）平残ベース。投信は純資産ベース、公共債は額面ベースで計上。

24年度 25年度計画

（％） 前年対比 前年対比

邦貨貸出金 利回り 1.423 ▲0.108 1.342 ▲0.081
邦貨有価証券 利回り 0.938 ▲0.097 0.906 ▲0.032
邦貨預金＋NCD 利回り 0.045 ▲0.021 0.043 ▲0.002

平成２５年度見通し － 主要平残と利回り －

個人ロ ー ン を

中心と し た 増加計画

個人ロ ー ン を

中心と し た 増加計画

内外債券の ほか

株式･投資信託の

積み上げ

内外債券の ほか

株式･投資信託の

積み上げ

･預金は堅調増加

･外部調達を 拡大

･預金は堅調増加

･外部調達を 拡大

貸出･有証と も に

利鞘低下圧力は継続

貸出･有証と も に

利鞘低下圧力は継続
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地域経済の 活性化に 向けた 取組み

•地域振興を通じた資金需要の 創造と融資提案能力の 向上に より、新規開拓・融資増強を図るため

本部内に 「地域開発チーム 」を設立。

営業統括部内に営業統括部内に H25.6H25.6月設置予定。総勢月設置予定。総勢2020名態勢。名態勢。

・財務分析を通じた課

題抽出、課題共有化

・コンサルティング活動

取引先企業の財務基盤
の強化を図るための
提案営業

財務開発財務開発

・取引先紹介

・不動産マッチング

・情報提供によるリレー

ション営業

情報の集約化による
本部主導の能動的な
ビジネスマッチング支援

情報センター情報センター

・成長分野向け案件の

発掘、推進、支援

・関連業界との連携

環境・エネルギー、医療・
介護、アグリ分野への提
案営業

成長業種成長業種

・県内産業PR支援

・産学官連携

・PFI

行政との連携強化、地域
貢献支援（地域コーディ
ネーター的な役割）

地域業務開発地域業務開発

主な活動役 割担 当

・営業店との帯同訪問

・好事例案件の浸透

・人材育成

ブロック専担者として
営業店と本部を繋ぐ
一次窓口機能

融資融資FAFA

地域開発チーム地域開発チーム地域開発チーム

10,000

15,000

20,000

23年度 24年度 25年度 次期中計

（億円）

【【地元事業性貸出の平残見通し地元事業性貸出の平残見通し】】

最終年度

15,95515,955
15,83615,836

計画

地域開発チームの活動により地域開発チームの活動により

貸出金の一段の拡大を図る貸出金の一段の拡大を図る

地元事業性貸出の 増加地元事業性貸出の 増加

資金需要の 創造資金需要の 創造

地域経済の 活性化地域経済の 活性化

15,84015,840

※23年度は大口破綻先の回収影響を除いたベース。
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•近隣の 有望マ ーケッ トに おける当行シェ アは 低く、

成長・拡大余地は大きい。

•本部および低成長地域か ら、有望地域や 営業部門へ

の 再配置を進め る。

•地元地域の 基盤強化とともに 、有望マ ーケッ トに おけ

る営業強化に より、営業基盤の 拡大に 繋げ る。

営業基盤の 再構築と拡大

広島市広島市

兵庫県兵庫県

営業基盤の拡大営業基盤の拡大

広島市内
エリ ア

広島市内広島市内
エリ アエリ ア

阪 神
エリ ア

阪阪 神神
エリ アエリ ア

営業人員の増強営業人員の増強

24年 7月 広島北住宅ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ 開設

24年10月 広島東支店 開設（広島支店内）

25年 3月 広島東支店 新築移転オ ープン

23年 6月 明石支店・明石住宅ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ 開設

更なる出店を検討（候補地：神戸～大阪間）

将来的な出店を見据え、神戸支店（既存店）内

に 営業人員を増員し、マーケッ トの 情報収集と

営業を強化。

更なる出店を検討（候補地：神戸～大阪間）

将来的な出店を見据え、神戸支店（既存店）内

に 営業人員を増員し、マーケッ トの 情報収集と

営業を強化。

地域開発チーム地域開発チーム地域開発チーム

有望マー ケッ ト

兵庫・広島

岡山市内

倉敷市内

本部営業部門等

有望マー ケッ ト有望マー ケッ ト

兵庫・広島兵庫・広島

岡山市内岡山市内

倉敷市内倉敷市内

本部営業部門本部営業部門等等

岡山県岡山県

香川県香川県

本部か らの 捻出

・業務の 見直しに よる

本部の スリ ム 化

・本部の 営業化

本部か らの 捻出本部か らの 捻出

・業務の 見直しに よる・業務の 見直しに よる

本部の スリ ム 化本部の スリ ム 化

・本部の 営業化・本部の 営業化

営業店か らの 捻出

・店舗の 統合

・個人特化店へ 店質変更

営業店か らの 捻出営業店か らの 捻出

・店舗の 統合・店舗の 統合

・個人特化店へ 店質変更・個人特化店へ 店質変更

20名程度20名程度

30名程度30名程度

10名程度10名程度
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国 際 部国 際 部

シンガポール 駐在員事務所シンガポール 駐在員事務所

海外進出支援の 取組み

・お取引先の 海外進出の サ ポート態勢を強化・充実するため 、「国際部」を設立。

・「ア ジアに 強いちゅ うぎん」ブランドの 確立に 向けて、国際業務の 強化を図る。

【【海外ネットワークと人員海外ネットワークと人員】】

約30名約30名

3名3名

ニ ューヨーク駐在員事務所ニ ューヨーク駐在員事務所 3名3名

海外ビジネスサ ポート担当者海外ビジネスサ ポート担当者 30名30名

H23H23年年22月月 アジアデスクを金融営業部アジアデスクを金融営業部 国際業務センター内国際業務センター内

に設置（発足時に設置（発足時44名体制）名体制）

国 際 部 設立 （Ｈ25年6月）国国 際際 部部 設立設立 （Ｈ（Ｈ2525年年66月）月）

お客さま サ ポートの 強化お客さま サ ポートの 強化

国際業務に 強い人材の 育成国際業務に 強い人材の 育成

国際業務収益の 増強国際業務収益の 増強

【地元企業の海外進出先】

進出先 先数 見込先

中国 639 39
タイ 122 19
香港 51 5
ベトナム 43 17
シンガポール 34 4
フィリピン 31 2
韓国 27 1
インドネシア 27 17
台湾 25 1
マレーシア 19 2
アメリカ 52 2
その他 69 12
合計 1,139 121
※25/3末現在

地域 提携金融機関
 中国 バンク・オブ・チャイナ、中国工商銀行、交通銀行
 タイ カシコン銀行
 インドネシア バンクネガラインドネシア
 インド インドステート銀行
 国内 山口銀行

•• 国際業務の底上げによる外為取引先の拡大と国際業務の底上げによる外為取引先の拡大と
新たな収益機会の発掘。新たな収益機会の発掘。

•• 現状現状3030か店に配置している海外ビジネスサポートか店に配置している海外ビジネスサポート

担当者の拡充。担当者の拡充。

•• 海外関連の情報を国際部に一元集約。海外関連の情報を国際部に一元集約。
窓口を一本化することで、お客さまへのスピーディ窓口を一本化することで、お客さまへのスピーディ
な対応、効率的な営業を実現。な対応、効率的な営業を実現。

国際業務センター（金融営業部）と外為事務部門（市場管理部）

を統合し国際部へ。

タイ カシコン銀行トレーニ ータイ カシコン銀行トレーニ ー

山口銀行大連支店 トレーニ ー山口銀行大連支店 トレーニ ー

1名1名

1名1名

上海駐在員事務所上海駐在員事務所 4名4名

香港支店香港支店 11名11名
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住宅着工件数は H18年をピークに 低調に 推移していたが

近時は持ち直しの 動きが 見られる。消費増税前の 駆込み

需要を取り込み、個人ロー ンの 増強に 繋げ る。

555

712
770

130

238

356
190 160

207

0

500

1,000

23年度 24年度 25年度

（億円）

計画

住宅ローン
新築

住宅ローン
借換

ア パ ートローン

1,1461,146 1,1921,192

【【個人ローンの獲得実績と計画個人ローンの獲得実績と計画】】

そ の 他小口ローン

個人ローンの 取組み

0

100

200

300

400

500

600

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
【【住宅着工件数と住宅着工件数と 当行の当行の新築獲得額の推移新築獲得額の推移】】

18/1Q 19/1Q 20/1Q 21/1Q 22/1Q 23/1Q 24/1Q 

（戸）（億円）

住宅ローン新築住宅ローン新築

実行額（左軸）実行額（左軸）

持家・分譲着工件数（右軸）持家・分譲着工件数（右軸）

岡山・香川・備後岡山・香川・備後

1位 2位 3位

20代
住宅・リフォーム

（22.4％）
パソコン
（16.5％）

自動車・二輪車
（15.3％）

40代
自動車・二輪車

（38.8％）
白物家電
（11.9％）

パソコン
（9.0％）

50歳以上
自動車・二輪車

（31.6％）
住宅・リフォーム

（17.7％）
パソコン
（13.9％）

住宅・リフォーム（14.5％）

白物家電（14.5％）

自動車・二輪車
（32.9％）

30代

（参考）アンケート（参考）アンケート

～消費増税前に購入したい商品等の中で一番高額なもの～～消費増税前に購入したい商品等の中で一番高額なもの～

岡山経済研究所 MONTHLY REPORT2013年4月号 「消費についてのアンケート調査」より

持ち直し基調持ち直し基調

1,0721,072
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キャッ シュ カードを持つ 個人の 方は

書類・郵送・来店不要で申込み可能

ダ イレクトチャ ネル の 強化

・インターネッ トチャネル の 機能拡充に よりお客さま 利便性の 向上を促進し、個人の 消費ニ ーズ へ

の 迅速な対応、若年層の 囲い込みを図る。

100

200

300

23/3末 24/3末 25/3末 26/3末
計画

（億円）
ＡＴＭローンＡＴＭローン

コレカコレカ

その他その他
証貸型ローン証貸型ローン

その他その他
カードローンカードローン

254254

【【無担保ローンの期末残高推移無担保ローンの期末残高推移】】

2424時間・時間・365365日申込受付日申込受付

252252
267267

・カードローン「・カードローン「ii--コレカ」コレカ」申込み申込み

書類の記入・返送や来店が不要で
契約が可能。

・ドリ ーミーカー ド（クレジッ トカード）・ドリ ーミーカー ド（クレジッ トカード）申込み申込み

クレジットカードの申込みがネット
（スマホ・携帯も）で可能（中四国初）。

インターネットチャネルの機能拡充インターネットチャネルの機能拡充

「ス マ ートス タート「ス マ ートス タート2424」」
当行のインターネット取引の総称

（キャッチコピー）

・住宅ローン事前審査・住宅ローン事前審査申込み申込み

支店・住宅ローンセンターへの来店
なしで、自宅PCで申込み可能。

・インターネッ ト・モバ イル バ ンキング・インターネッ ト・モバ イル バ ンキング 申込み申込み

新規申込みがPC、スマホ、携帯から
可能。

・晴れの 国支店・晴れの 国支店 口座開設口座開設

24年10月に開始したネット専用支店。

259259

25/3末実績預金残高
70億円 1,803口座

お客さまサービスセンターの設立お客さまサービスセンターの設立

ﾃﾚﾌｫﾝﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ
ｾﾝﾀｰ

ﾃﾚﾌｫﾝﾊﾞﾝｷﾝｸﾞﾃﾚﾌｫﾝﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ
ｾﾝﾀｰｾﾝﾀｰ

お客さまサ ービ スセンターお客さまサ ービ スセンターお客さまサ ービ スセンター
ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ

ﾃﾞｽｸ

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ
ﾃﾞｽｸﾃﾞｽｸ

EBｻﾎﾟｰﾄ
ｾﾝﾀｰ

EBEBｻﾎﾟｰﾄｻﾎﾟｰﾄ

ｾﾝﾀｰｾﾝﾀｰ

電話やインターネット関連対応部門を一体化する電話やインターネット関連対応部門を一体化する

ことにより、お客さまサービスの向上を図る。ことにより、お客さまサービスの向上を図る。

•顧客対応力の強化

•企画機能の強化

•互換態勢の強化による人員削減
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686 564 491

418 406 419

329 876
576

833

767
1027

0

1,000

2,000

3,000

22年度 23年度 24年度 25年度

•グ ル ープ連携の 強化・営業体制の 整備に より、預り資産商品の 顧客層の 拡大を図る。

•日本版ISAを活用した投信取引の 推進強化を図る。

金融商品販売の 取組み

【【 預り資産の販売額推移（銀行本体）預り資産の販売額推移（銀行本体）】】

投資信託投資信託

保保 険険

公共債公共債

金融商品仲介金融商品仲介

2,2662,266
2,6152,615

2,5152,515

2,800
億円以上

2,800
億円以上

� 本部の専門人員（ブロックFA)の各ブロックへの常駐化は

完了し、25年4月より本格稼動。迅速かつ機動的な活動

を通じて販売強化に繋げる。

� 現役世代の取込みに向け、ネット環境の充実を図る。

スマートフォンによる投信取引を開始（25年秋頃予定）し、

取引機会の拡大を図る。

営 業 体 制営 業 体 制

計画

(億円）

預り資産商品の顧客層の拡大預り資産商品の顧客層の拡大

中国銀行中国銀行

中銀証券中銀証券

投資初心者層・資産形成層投資初心者層・資産形成層 投資熟練層・資産運用層投資熟練層・資産運用層

高高

低低

【銀行】
当行で投資商品の

購入経験が ない層へ
の 取引拡大を推進

【証券子会社】
リ スク・専門性の
高い商品を中心

に 販売促進

リ
ス
ク

中銀証券
限定取扱

商品
・

株式等

中銀証券
限定取扱

商品
・

株式等

金融商品
仲介取扱

商品

金融商品
仲介取扱

商品

日本版ISA（NISA)への対応日本版ISA（NISA)への対応

投信残高をお持ちの お客さまへ

ＮＩＳＡ口座の 活用を促進

投信残高をお持ちの お客さまへ

ＮＩＳＡ口座の 活用を促進

新規先へ の ア プローチ強化に より

投信取引の 裾野拡大を図る

新規先へ の ア プローチ強化に より

投信取引の 裾野拡大を図る

ＮＩＳＡ口座をツー ル とした投信営業の 強化ＮＩＳＡ口座をツー ル とした投信営業の 強化ＮＩＳＡ口座をツー ル とした投信営業の 強化

既存先の

囲い込み

既存先の

囲い込み

裾野拡大裾野拡大
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・23年に 地銀系投信会社としては初の 投信業務参入。

・25年度は黒字化見込み。

・商品ラインナッ プの 拡充とともに 、販売会社拡大に 向
けた取組みを検討。

証券業務の 取組み － グ ル ープ 会社戦略 －

中銀証券中銀証券 中銀アセットマネジメント中銀アセットマネジメント

中銀証券中銀証券
（仲介）（仲介）

【【 銀行本体と証券子会社を合算した販売収益銀行本体と証券子会社を合算した販売収益】】

金融商品仲介金融商品仲介

投信販売投信販売

(億円）

2020
2525

銀
行
銀
行

3131

計画

第3ステージ

フル ライン型証券へ

第2ステージ

本格的業績向上

第1ステージ

体制準備期間

第3ステージ

本格的業務拡大へ

第2ステージ

投信業務参入へ

第1ステージ

体制準備期間

【【運用ファンドの実績運用ファンドの実績】】

【【ちゅうぎん日経ちゅうぎん日経225225（公募）の状況（公募）の状況】】

(億円） 24年5月に設定後、認知度は

徐々に高まり、相場回復ととも

に販売額は大幅に増加。

・23年10月に 元引受業務を開始。25年1月に 初の IPO
案件の 取扱いを実施。

・仲介業務の 強化に より更なる収益強化を目指す。

�� 銀行本体の 仲介取扱店舗の 拡大銀行本体の 仲介取扱店舗の 拡大

24年度3か店、25年度1か店追加し、153か店に拡大。

�� 投信窓口販売の 拡充投信窓口販売の 拡充

銀行本体で取扱っていないリスクカテゴリーの商品

（海外REIT、ハイイールド債等）販売により、お客さまの

ニーズにグループで対応。

公 募

55ファンド合算ファンド合算

純資産総額純資産総額 101101億円億円

（（25/325/3末）末）

ちゅうぎん日経ちゅうぎん日経225225
インデックスファンドインデックスファンド

純資産総額純資産総額 4545億円億円

（（25/325/3末）末）

私 募

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

※ちゅうぎん日経225インデックスファンドに続き

公募2号ファンドを25年5月31日より運用開始。

純資産総額

銀行窓口販売額
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・年間支払額・年間支払額1010百万以上の経常経費を対象として削減施策を立案。百万以上の経常経費を対象として削減施策を立案。

・外部コンサル導入も検討し、抜本的な経費削減に取組む。・外部コンサル導入も検討し、抜本的な経費削減に取組む。

⇒⇒ 2525年度中に実行し、平成年度中に実行し、平成2626年度に削減効果を見込む。年度に削減効果を見込む。

継続的な「コスト削減」のためには「コストマネジメント」が不可欠。継続的な「コスト削減」のためには「コストマネジメント」が不可欠。

⇒⇒ 専担者を配置し、持続的なコストマネジメントを実施。専担者を配置し、持続的なコストマネジメントを実施。

経費削減へ の 取組み

・全行的な経常経費抑制へ の 取組みに よりロ ーコストな運営を実現する。

・コストマネジメント体制を確立し、持続継続的なコスト削減を図る。

924 907 910

859 852

563 578 576 569 574

63.8% 63.2%

66.2%
67.4%

61.0%

400

600

800

1,000

1,200

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

コア業務コア業務

粗利益粗利益

経費経費

OHROHR

【【OHROHRの推移の推移】】

計画

（億円）

大口経費削減施策の実行大口経費削減施策の実行

持続継続的なコスト削減に向けた仕組みづくり持続継続的なコスト削減に向けた仕組みづくり

コスト削減コスト削減

BPR・効率化BPR・効率化

各種経費削減施策の立案・実行・モニタリング各種経費削減施策の立案・実行・モニタリング

本部・営業店の業務効率化や見直しの推進本部・営業店の業務効率化や見直しの推進

筋肉質な経費構造を構築し筋肉質な経費構造を構築し

収益力の 強化に 繋げ る収益力の 強化に 繋げ る
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20,200
21,630

22,250

2,925

3,647

4,000

640

749

840

691

465

901

506

1,080

1,106

1,180
100
535

15,000

20,000

25,000

30,000

23年度 24年度 25年度

28,10528,105
（億円）

計画

（（+620+620））

26,43926,439

【【市場運用平残計画の前提市場運用平残計画の前提】】

（（+353+353））

有価証券運用戦略 － ア セッ トア ロケ ーション の 状況 ①－

邦貨債券※2邦貨債券※2

外貨外国証券外貨外国証券

投資信託投資信託

そ の 他※1そ の 他※1

株 式
【内、純投資】

株 式
【内、純投資】

邦貨短期運用邦貨短期運用

※1：その他：金銭の信託、デリバティブ定期、長期信託受益権、投資事業組合等

※2：円建外債を含む。

アセットアロケーションの方針アセットアロケーションの方針

28,90528,905

（（+91+91））

（（+74+74））

1.08%
0.97% 0.95%

0.82% 0.77%

1.84% 1.78%

1.61%
1.49%

1.37%

1.62%

1.90%

2.08%
2.23%

2.52%

2.03%

2.56%

1.80%

2.28%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

邦貨債券邦貨債券

外貨外国証券※3外貨外国証券※3

投資信託※4投資信託※4

株 式株 式

債券の利回り低下を
株式・投信でカバー

債券の利回り低下を債券の利回り低下を
株式・投信でカバー株式・投信でカバー

【【447447】】

【【466466】】

【【560560】】

・金融緩和継続に よる低金利環境下、高水準の 債券残高を維持。

・株式・投資信託を積み増し、分散投資を強化。

・外債・投信などへ の 投資を通じて新興国の 成長を享受。

【【投資資産別の利回り状況投資資産別の利回り状況】】

※3：外貨外国証券は運用調達スプレッド

※4：21年度の投資信託利回りは解約損計上しておりゼロ％

計画
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81 48
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22/3末 23/3末 24/3末 24/9末 25/3末

投資信託

債券(邦貨＋外貨）

631
840

1,020
1,160

1,577

249
156

129 201

239

77

327

302 280

304

2,119

1,7351,9501,8371,815

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

22/3末 23/3末 24/3末 24/9末 25/3末

米国政府機関債（CMO含む）

海外金融機関債

その他（日系事業会社等）

国債・ｿﾌﾞﾘﾝ債等

237 241
263

283
312

4.46% 4.55% 4.66%4.62%4.95%

200

250

300

22/3末 23/3末 24/3末 24/9末 25/3末

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

REIT残高（左軸）

利回り（右軸）

2.5

3.6 3.7 3.6 3.7

【【外貨外国証券外貨外国証券の残高・の残高・内訳・デュレーション内訳・デュレーション推移推移】】

（億円）

デュレーション（年）

（億円）

有価証券運用戦略 － ア セッ トア ロケ ーション の 状況 ② －

3,1603,160

2,7732,773

3,4033,403 3,3763,376

調達状況に 配意しなが ら、今後も一定残高を維持方針。調達状況に 配意しなが ら、今後も一定残高を維持方針。

4,2414,241

ＲＥIＴへの投資状況ＲＥIＴへの投資状況外貨外国証券への投資状況外貨外国証券への投資状況

海外（北米・欧州以外の地域）への投資状況海外（北米・欧州以外の地域）への投資状況

低金利環境下でも引続き、比較的高い配当利回りを享受。低金利環境下でも引続き、比較的高い配当利回りを享受。

高成長・高利回りを享受するため 、地域分散を行いつ つ
海外向けの 投資残高を増加。

高成長・高利回りを享受するため 、地域分散を行いつ つ
海外向けの 投資残高を増加。

（億円）

投資信託は主に
新興国へ投資し
ているもの

債券はJBIC
（国際協力銀行）等
の保証が付いてい
るものを含む



29

21/1221/12月～月～25/325/3月月

金融円滑化法金融円滑化法

200

400

600

800

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

リーマンリーマン
ショックショック

金融円滑化法終了に あた っ ての 取組み

【【 取引先倒産件数推移：年次取引先倒産件数推移：年次】】

（先）

※実質破綻先以下に下方遷移した先数

円滑化期間中は

低下基調

円滑化期間中は

低下基調

•• 営業店・・・「再生支援担当者」を任命営業店・・・「再生支援担当者」を任命

•• 本本 部部 ・・・営業店のバックアップ機能として「再生支援チーム」を設置・・・営業店のバックアップ機能として「再生支援チーム」を設置
本部・営業店
の連携強化

企業再生ファンド
の積極活用

「三位一体」
での取組み

外部専門機関との 積極活用外部専門機関との 積極活用

本部・営業店の 連携強化本部・営業店の 連携強化

企業再生ファ ンドの 積極活用企業再生ファ ンドの 積極活用

外部専門機関
との積極活用

ちゅうぎん再生支援プロジェクト：Ⅴサポートちゅうぎん再生支援プロジェクト：Ⅴサポート

•• 「中小企業再生支援協議会」へ行員「中小企業再生支援協議会」へ行員22名派遣名派遣

•• 国の専門家派遣事業等の活用国の専門家派遣事業等の活用

•• 2424年年1010月「おかやま企業再生ファンド」を組成（月「おかやま企業再生ファンド」を組成（5050億円）億円）

•• 運営会社「おかやまキャピタルマネジメント」へ行員運営会社「おかやまキャピタルマネジメント」へ行員33名派遣名派遣

• 24年4月か ら開始している 「ちゅ うぎん再生支援プロジェクト」

（通称：Vサ ポート）活動を通じ、「全行一丸＝オ ール ちゅ うぎん」

で、お取引先の 経営改善・事業再生支援に 取組む 。

• 「企業再生ファ ンド」の 活用に より、お取引先の 経営に 参画する等

の 方法で、早期か つ 抜本的な事業再生支援を図る。

• 返済条件の 変更を行っ た お取引先の 新規資金需要に 対応する

制度融資「中銀Ｖサ ポートローン」を新設（25年6月）。
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当期純利益 配当総額 自己株購入 総還元率 備考

① ② ③ (②+③）/①

H25予 172 28.4 14.0円 （7.0円） - 30％程度 自社株取得と合わせて、
還元率30％を目安とする。

H24 169 28.4 14.0円 （6.75円） 23 30.3%

H23 182 28.1 13.0円 （6.0円） 227.0 139.9% TOBを考慮。

H22 31 30.0 13.0円 （6.5円） 9.6 123.8% 80周年記念配当（1円）を

実施。

H21 93 27.7 12.0円 （6.0円） - 29.7%

H20 73 32.4 14.0円 （7.0円） 4.9 50.8% リーマンショックによる業績
落込みを考慮。

一株当たり配当（中間）

株主還元に つ いて

【【還元実績の推移還元実績の推移】】

安定配当（13.5円）、利益状況に 応じた増配、ま たは自己株取得に より、還元率30％を目安とする。

24年度の 配当予定24年度の 配当予定 25年度の 配当予想25年度の 配当予想

期末予想配当6.75円 → 7.25円

年間配当 14.0円（50銭増配）

期末予想配当6.75円 → 7.25円

年間配当年間配当 14.014.0円円（（5050銭増配）銭増配）

安定配当 13.5円

年間配当 14.0円（前年と同額）

安定配当 13.5円

年間配当年間配当 14.014.0円円（前年と同額）（前年と同額）

25年度は現時点の利益予想

に基づき、安定配当（13.5円）

に50銭上乗せし年間14円。

（億円）

※還元率算出における自己株購入は、株主総会を起点とする１年間に実施したもので算出している。
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参考資料参考資料
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香川県

岡山県

当行

他地銀

第2地銀

都銀・信託

信金信組等

（一部、愛媛 川之江市を含む ）

広島県

注）1  計数は行内管理用に 集計したもの
注）2  金融機関、支店の 統廃合が あっ た場合は、直近の 状態に

合わ せ て、過去の シェアデータも修正している。
9.7

10.0

9.7

49.3

49.1

50.5

17.7

17.3

17.0

11.1

11.5

11.0

12.2

12.1

11.8

23/3末

24/3末

25/3末

（参考）主要地区の 貸出シェ ア

備 後

23.3

23.6

23.7

41.7

42.0

42.5

13.7

13.5

12.8

8.1

8.1

8.2

13.2

12.8

12.8

23/3末

24/3末

25/3末

38.5

38.5

38.4

17.1

17.5

17.5

15.8

16.4

16.6

11.7

10.6

10.5

16.9

17.0

16.9

23/3末

24/3末

25/3末
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140

H23/4

変動 3年固定 5年固定 10年固定 長期固定

21.1

78.9

億円

【金利タイプ別の 実行額推移（月次）】

新築案件

割合

【資金使途別の 構成比】

24/4月～25/3月までの実行額をもとに金利タイプ別の

構成比を算出。

新築案件

（％）

（参考）住宅ローンの 取扱状況

0.7

80.1

11.4

6.5
1.3

新築

中古

増改築

【金利タイプ別構成比】

33年固定年固定

長期固定

（％）

借換案件等

24/4月～25/3月までの実行案件を集計。

55年固定年固定

1010年固定年固定

変動変動

Ｈ24/3 Ｈ25/3
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期中（平成25年3月）に
再配賦資本の一部（200）を再配賦

期中（平成25年3月）に
再配賦資本の一部（200）を再配賦

③ 再配賦資本

（単位：億円）

（参考）
25年3月末アウ トライヤ ー基準の 状況 （単体）

アウトライヤーアウトライヤー比率比率はは2020％を超えておらず％を超えておらず、、

アウトライヤーアウトライヤーには該当しませんには該当しません

①金利リスク量（99ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ値） 207
②総自己資本額 4,216
アウトライヤー比率（①／②） 4.9%

24年度 下半期2244年度年度 下下半期半期 25年度 上半期 計画2255年度年度 上上半期半期 計画計画

（単位：億円）

（（ ）内は）内は2424年度下半期対比年度下半期対比

普通株式等普通株式等
ＴｉｅｒＴｉｅｒⅠⅠ資本資本

から有価証券から有価証券
評価差額金等評価差額金等

を控除を控除
（単体）（単体）

160160
（▲（▲100100））

3,3,436436
（（+171+171））

142 142 （▲（▲11））

1,4361,436

694694

141433

2,2742,274
統合リスク

3,042
統合リスク

3,042

25/325/3末末
リスク量実績リスク量実績

リ スクのリ スクの
総受容量総受容量

【【配賦原資配賦原資】】 【【配賦可能資本配賦可能資本】】 【【資本配賦資本配賦】】 【【配賦原資配賦原資】】 【【配賦可能資本配賦可能資本】】 【【資本配賦資本配賦】】

ＴｉｅｒＴｉｅｒⅠⅠ
（単体）（単体）

3,5253,525
市場リスク

260260

3,2653,265

143143

実際に とる実際に とる
リ スクの 上限リ スクの 上限

とる用意があるとる用意がある
リ スク量リ スク量

統合リスク

2,843
統合リスク

2,843

332222
計画時点522

3,53,59696
（（+71+71））

100100

980980

オペ・リスクオペ・リスク

②バ ッファ ー資本②バ ッファ ー資本②バ ッファ ー資本

1,9701,970
（（++250250））

930930
（▲（▲5050））

①
留保資本

①①
留保資本留保資本

5050（▲（▲5050))
①

留保資本

①①
留保資本留保資本

【新設】債券等の ク レジッ ト
変動に よる価格変動リ スク

【【新設新設】】債券等の ク レジッ ト
変動に よる価格変動リ スク

150150（（+150+150））

194194（▲（▲128128））

1,7201,720
計画時点

1,520

信用リスク 信用リスク

市場リスク

②バ ッファ ー資本②バ ッファ ー資本②バ ッファ ー資本

オペ・リスクオペ・リスク

① 留保資本

❑ 新たなリスクテイク時に配賦（新商品／経営戦略 など）
❑ 資本配賦後の残余資本を充当

❑ 相関崩壊／他のリスク計測手法との差額
❑ ストレス時のリスク量

❑ ストレス時に毀損する資本をあらかじめ取置き
❑ 計測不能リスクへの備え

② バ ッ ファ ー資本

健全性確保の ため
最優先で確保

左記の 場合に おいて
増加するリ スク量を吸収

【【各資本の役割各資本の役割】】

③再配賦資本③再配賦資本③再配賦資本

③再配賦資本③再配賦資本③再配賦資本

株式・REIT市況の回復に伴う

価格変動リスク量増大への手当て

（参考）統合的リス ク管理に つ いて －資本配賦と統合リス クの 状況－
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（参考）統合的リス ク管理に つ いて －配賦資本の 使用状況とリス ク量算定の 前提条件－

資本配賦と 統合リ ス ク の 状況（補足）
24年度下半期の資本配賦と統合リスクの状況、および、25年度上半期の資本配賦の状況は、下表のとおりです。 （単位：億円）

資本配賦額 資本配賦額 （前期対比） 主な増減要因 （計測対象補足）

配賦原資
3,525 3,596 (+71) ・利益（その他利益剰余金）

留保資本
260 160 (▲ 100)

・有価証券損失限度額抵触時の備え
・ストレス時の信用損失発生の備え

配賦可能資本
3,265 3,436 (+171)

・配賦原資
・留保資本減少に伴う増加

バッファー資本
100 50 (▲ 50)

・信用リスクバッファー
・市場リスクバッファー

150 (+150) ・25年度上半期新設

再配賦資本

322 194 (▲ 128)

・配賦可能資本
・バッファー資本減少に伴う増加
・債券等のクレジット変動による価格変動
　リスク新設管理に伴う減少
・資本配賦（統合リスク）増加に伴う減少

統合リスク 2,843 2,274 3,042 (+199)

;

バンキング

(相関） ▲ 115
トレーディング 20 1.3 20 (0) ―

・VaR（保有期間10日、信頼区間
99.9%）

・金銭の信託、商品有価
証券

信用リスク計 980 694 930 (▲ 50)

事業性与信

780 547 730 (▲ 50)

・貸出金増加計画等により、資本配賦額を減額 ・モンテカルロ・シミュレーションUL
（保有期間1年（※）、信頼区間
99.9%）。
・証券化商品等について一部規制
所要自己資本を使用

・有価証券、連結対象子
会社資産を含む事業性与
信
（※）市場関連与信（債
券）については6か月

消費性与信

200 147 200 (0) ―

・IRBのリテールRW関数によるUL規
制所要自己資本

・住宅ローン等

オペレーショナル・リスク
143 143 142 (▲ 1) ―

未使用配賦資本 569

1,436

25年3月期単体普通株式等TierⅠから正の値の有価証券評価
差額金等を控除

粗利益配分手法に基づき業務計画策定時に推計したリスク量
を計上（25年度上半期中固定）

・VaR（保有期間125日、信頼区間
99.9%、コア預金考慮）1,950

健全性確保のため最優先で確保する資本

リスク量の増加を吸収する予備的な資本

1,700

価格変動
リスク

・株式、投資信託等の価
格変動リスク資産
・預金、貸出金、債券等の
金利感応資産、負債
・連結対象子会社資産、
負債を含む

(+250)
・残高計画、想定レンジ等を勘案し、資本配賦額を増額

金利リスクと価格変動リスクの相関
を考慮したVaRを採用1,286

算定方法等

(+250)

配賦原資（普通株式等TierⅠ）から留保資本を控除した額

新たにリスクテイクが必要となる場合に、追加的に
資本配賦するための資本

25年度上半期

1,970

・VaR（保有期間125日、信頼区間99.9%、CDS関連取引等を対
象）
25年度上半期よりモニタリング開始

24年度下半期

市場リスク計

債券等のクレジット変動に
よる価格変動リスク

1,720

264

リスク量（25年3月末）

金利
リスク

+56

▲90
▲10

+71
+100

▲50
0

　+171
+50

▲150

▲199

+150
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破綻懸念以下 好転 劣化

正常先 その他要注意先 要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先 その他（注3） への劣化比率

正常先 151,771 151,011 521 44 27 32 6 130 0.04% 630

29,722 29,378 229 7 20 6 4 78 0.10% 267

その他要注意先 6,407 312 5,584 111 60 35 6 299 1.58% 312 212

3,455 125 3,117 36 112 18 3 44 3.87% 125 170

要管理先 971 16 75 794 23 9 4 50 3.71% 91 36

260 8 32 203 11 1 1 4 5.05% 39 13

破綻懸念先 1,032 1 29 3 896 41 7 55 33 48

498 0 12 2 444 23 14 4 14 37

実質破綻先 619 1 4 0 5 496 18 95 10 18

233 0 1 0 14 165 19 35 14 19

破綻先 287 0 0 0 0 0 244 43 0

171 0 0 0 0 0 162 9 0

計 161,087 151,341 6,213 952 1,011 613 285 672 446 944

34,339 29,510 3,390 248 600 214 204 174 192 506

25年 3 月 末

2
4
年
9
月
末
時
点

（上段：先数、下段：金額（億円））

注1）24/9期末の 総与信額は直接償却後ベース。

注2）金額は単位未満四捨五入。

注3）そ の 他は 25年3月末時点で取引解消となっ たもの 、または少額の ため 自己査定対象外としたもの 。

（参考）債務者区分遷移（６ヶ 月間）
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（上段：先数ベース、下段：金額ベース）

注）そ の 他は 25年3月末時点で取引解消となっ たもの 、または少額の ため 自己査定対象外としたもの 。

（参考）債務者区分遷移（６ヶ 月間） －構成比－

好転 劣化

正常先 その他要注意先 要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先 その他（注）

正常先 100% 99.50% 0.34% 0.03% 0.02% 0.02% 0.00% 0.09% 0.41%

100% 98.84% 0.77% 0.02% 0.07% 0.02% 0.01% 0.26% 0.89%

その他要注意先 100% 4.87% 87.15% 1.73% 0.94% 0.55% 0.09% 4.67% 4.87% 3.31%

100% 3.61% 90.22% 1.05% 3.25% 0.53% 0.09% 1.26% 3.61% 4.92%

要管理先 100% 1.65% 7.72% 81.77% 2.37% 0.93% 0.41% 5.15% 9.37% 3.71%

100% 2.89% 12.24% 78.23% 4.05% 0.57% 0.43% 1.59% 15.13% 5.05%

破綻懸念先 100% 0.10% 2.81% 0.29% 86.82% 3.97% 0.68% 5.33% 3.20% 4.65%

100% 0.01% 2.36% 0.34% 88.98% 4.70% 2.77% 0.83% 2.71% 7.47%

実質破綻先 100% 0.16% 0.65% 0.00% 0.81% 80.13% 2.91% 15.35% 1.62% 2.91%

100% 0.01% 0.23% 0.00% 5.83% 70.80% 8.16% 14.97% 6.07% 8.16%

破綻先 100% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 85.02% 14.98% 0.00%

100% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 94.90% 5.10% 0.00%

25年3  月 末

2
4
年
9
月
末
時
点
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（上段：先数、下段：金額（億円））
（参考）債務者区分遷移（１年間）

破綻懸念以下 好転 劣化

正常先 その他要注意先 要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先 その他（注3） への劣化比率

正常先 152,077 150,593 1,012 99 51 46 11 265 0.07% 1,219

29,847 28,985 601 19 32 9 9 190 0.17% 672

その他要注意先 6,682 689 4,998 201 109 64 8 613 2.71% 689 382

3,575 342 2,846 86 149 33 12 107 5.42% 342 280

要管理先 908 21 98 642 31 10 5 101 5.07% 119 46

197 10 22 140 14 1 3 7 9.09% 32 18

破綻懸念先 1,040 5 50 6 811 52 16 100 61 68

564 1 48 10 395 74 20 15 59 94

実質破綻先 611 1 7 0 7 442 26 128 15 26

205 0 1 0 23 107 35 40 23 35

破綻先 270 0 0 1 1 0 218 50 2

191 0 0 7 1 0 148 35 8

計 161,588 151,309 6,165 949 1,010 614 284 1,257 886 1,741

34,579 29,338 3,518 263 614 224 227 396 465 1,099

25年3月 末

2
4
年
3
月
末
時
点

注1）24/3期末の 総与信額は直接償却後ベース。

注2）金額は単位未満四捨五入。

注3）そ の 他は 25年3月末時点で取引解消となっ たもの 、または少額の ため 自己査定対象外としたもの 。



39

注）そ の 他は 25年3月末時点で取引解消となっ たもの 、または少額の ため 自己査定対象外としたもの 。

（上段：先数ベース、下段：金額ベース）
（参考）債務者区分遷移（１年間） －構成比－

好転 劣化

正常先 その他要注意先 要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先 その他（注）

正常先 100% 99.02% 0.67% 0.07% 0.03% 0.03% 0.01% 0.17% 0.81%

100% 97.11% 2.01% 0.06% 0.11% 0.03% 0.03% 0.64% 2.24%

その他要注意先 100% 10.31% 74.80% 3.01% 1.63% 0.96% 0.12% 9.17% 10.31% 5.72%

100% 9.57% 79.59% 2.42% 4.18% 0.92% 0.33% 3.00% 9.57% 7.85%

要管理先 100% 2.31% 10.79% 70.70% 3.41% 1.10% 0.55% 11.12% 13.10% 5.06%

100% 5.12% 11.29% 70.76% 6.88% 0.58% 1.64% 3.74% 16.41% 9.10%

破綻懸念先 100% 0.48% 4.81% 0.58% 77.98% 5.00% 1.54% 9.62% 5.87% 6.54%

100% 0.11% 8.52% 1.80% 70.08% 13.13% 3.63% 2.73% 10.43% 16.76%

実質破綻先 100% 0.16% 1.15% 0.00% 1.15% 72.34% 4.26% 20.95% 2.46% 4.26%

100% 0.03% 0.36% 0.00% 11.01% 52.03% 16.93% 19.63% 11.40% 16.93%

破綻先 100% 0.00% 0.00% 0.37% 0.37% 0.00% 80.74% 18.52% 0.74%

100% 0.00% 0.00% 3.83% 0.35% 0.00% 77.32% 18.50% 4.18%

25年3月末

2
4
年
3
月
末
時
点
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本資料には将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績を保証

するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化など

により目標対比異なる可能性があることにご留意ください。


